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１　事業概要 ５　事業説明
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　人権教育研修会の開催(年9回)及び人権教材・資料
の配布。
　ア　研修会等会場使用費　　240千円
　イ　人権教育指導資料費　　135千円

（１）事業内容
　　　私立学校における同和問題を含む人権教育の推進と教育内容・教育方法の改善のため、教職員研修の推進を図る。
（２）事業計画
　　ア　研修会等会場使用費(9回)
  　　　私立学校教職員人権教育研修会
　　　　　南部地区、北部地区(各7月)
　　　　私立小・中・高等・特別支援学校教職員人権教育研修会
　　　　　新規採用教職員人権教育研修会(7月)、副校長・教頭人権教育研修会(6月)
　　　　　人権教育主任人権教育研究協議会(11月)
　　　　私立幼稚園教職員人権教育研修会(地区別人権教育研究協議会)
　 　 　　東部地区、西部地区、南部地区、北部地区(各11月)
　　イ  啓発資料配付
　　　　「同和問題の解決をめざして(本編)」 690部の配布　　「同和問題の解決をめざして(資料)」100部の配布
　　　　「人権教育啓発資料『はばたき』」   100部の配布　　 人権教育視聴覚教材の購入等
　
（３）事業効果
　　　私立学校における人権を尊重する教育の推進が図られ、園児・児童・生徒の健全な育成を図ることができる。

（４）県民・民間活力・職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　　埼玉県私立中学高等学校協会、全埼玉私立幼稚園連合会、埼玉県専修学校各種学校協会と連携し、研修会を
　　実施する。

（５）その他
　　　なし。

２　事業主体及び負担区分
（県10/10）

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
事業費に係る人件費　9,500千円×0.5人＝4,750千円
組織の新設、改廃及び増員　なし

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比

決定額 375

前年額 375 375
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未来を創る子供たちの育成

375 0

私学教育の振興



 

事業名

単位事業名 予算額 240千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

使用料及び賃借料 240 0 研修会等会場使用料　26,666×9回

合計 240 0

単位事業名 予算額 135千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 135 0 人権教育指導資料消耗品費　62,900
人権教育指導資料印刷製本費　71,360

合計 135 0

事業内訳書

私立学校人権教育研修推進費

研修会等会場使用費

主な内容

人権教育指導資料費

主な内容


